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(57)【要約】
【課題】内燃機関と自動変速機の協調制御装置において
、燃料ポンプを小型低容量なタイプに変更しながらも、
その稼働率を向上しつつ省電力とし、かつ車両を駆動す
る駆動力を確保することにある。
【解決手段】制御手段（９）は、環境温度に基づいて内
燃機関（３）の最大要求燃料流量あるいはこの最大要求
燃料流量に相当する制御値を算出する最大要求燃料流量
推定手段（１５）と、この最大要求燃料流量推定手段（
１５）の算出結果に基づいて燃料ポンプ（６）の最大吐
出流量に相当する判定値と比較して所定の設定変更の要
否を判定する変更要否判定手段（１６）とを備え、この
変更要否判定手段（１６）が設定変更を要と判断した場
合には設定変更を否と判断した場合に比べて自動変速機
（４）の変速点を車速が低い側に設定変更する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関の制御及び自動変速機の制御を行う制御手段を備えた内燃機関と自動変速機の
協調制御装置において、前記内燃機関に燃料を送給する電動式の燃料ポンプを設け、前記
制御手段は、環境温度としての外気温度と吸気温度と冷却水温度と油温度との少なくとも
一つの温度に基づいて前記内燃機関の最大要求燃料流量あるいはこの最大要求燃料流量に
相当する制御値を算出する最大要求燃料流量推定手段と、この最大要求燃料流量推定手段
の算出結果に基づいて前記燃料ポンプの最大吐出流量に相当する判定値と比較して所定の
設定変更の要否を判定する変更要否判定手段とを備え、この変更要否判定手段が設定変更
を要と判断した場合には設定変更を否と判断した場合に比べて前記自動変速機の変速点を
車速が低い側に設定変更することを特徴とする内燃機関と自動変速機の協調制御装置。
【請求項２】
　前記制御手段は、前記内燃機関用制御手段と前記自動変速機用制御手段とを相互通信可
能に設けて構成され、前記内燃機関用制御手段は、前記最大要求燃料流量推定手段と前記
変更要否判定手段とを備えて前記自動変速機用制御手段に向けて前記変更要否判定手段の
設定変更の要否の判定結果を出力し、前記自動変速機用制御手段は、複数の変速マップを
備え、前記内燃機関用制御手段から入力した設定変更の要否の判定結果に基づいて前記自
動変速機の変速点を設定変更するように前記変速マップを切り換えることを特徴とする請
求項１に記載の内燃機関と自動変速機の協調制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、内燃機関と自動変速機の協調制御装置に係り、特に自動変速機を搭載した
車両を制御する内燃機関と自動変速機の協調制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両に搭載された自動変速機の制御装置においては、変速段を切り換える変速マップを
備え、燃費やドライバビリティを考慮して最適となる変速点や変速線を設定している。
　一方、内燃機関の制御装置において、燃料噴射量は、一回の噴射当りの噴射量を決定し
ている。基本的には、内燃機関では空燃比フィードバック制御を行うため、一回の噴射当
りの噴射量として、吸入空気量に対して理論空燃比となる燃料噴射量を供給している。ま
た、良好な燃焼状態とするためだけでなく、内燃機関の状態やその排ガス浄化システムの
状態に応じて、一回の噴射当りの噴射量を機関温度（冷却水温度や油温度）によって補正
し、温度が低くなる程、増量となるように噴射量を補正している。
　また、内燃機関の吸入空気量が多い程、すなわち、スロットル開度が全開（ＷＯＴ）側
に近づき負荷が大きくなる程、基本噴射量を増大している。そして、内燃機関のエンジン
回転速度が高くなる程、単位時間当りに噴射する回数が増大し、単位時間当りに消費する
噴射量（内燃機関の単位時間当りの最大要求燃料流量に相当）が増加する。
　これらの条件が重なり、一回の噴射当りの噴射量が多く、かつ単位時間当りの噴射回数
が多い場合に、その単位時間当りに消費する噴射量が燃料ポンプの単位時間当り吐出量の
最大値を超えないように、各部品の性能を確保し設定することにより、燃料の需給バラン
スに配慮する必要がある。
　従来の変速制御では、温度が低い冷機状態では、オーバードライブ等のトップギアに入
らないようにすることで、エンジン回転速度をある程度高く保つように制御することが一
般的であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特公平５－１３８８６１号公報
【０００４】
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　特許文献１に係る自動変速機及びエンジンの一体制御装置は、低温時の変速ショックを
和らげるため、変速中の一時燃料カット等によるトルクダウンを規制して、変速点を低速
側に変更するものである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところが、上記の特許文献１では、低温時に変速点を低速側に変更する構成であるが、
ギア段を切り換える際のショック低減が目的であり、燃料の需給バランスの課題を考慮し
ていない。つまり、燃料要求量が燃料ポンプの最大吐出能力を超える場合の課題認識がな
く、その対策技術が望まれていた。
　即ち、図１０に示すように、車両には、内燃機関１０１の制御及び自動変速機１０２の
制御を行う制御手段１０３を備えた内燃機関と自動変速機の協調制御装置１０４を搭載し
たものがある。制御手段１０３は、内燃機関１０１の制御を行う内燃機関用制御手段１０
５と、自動変速機１０２の制御を行う自動変速機用制御手段１０６とを備える。
　また、車両に搭載された燃料供給装置１０７にあっては、内燃機関１０１に燃料を送給
する電動式の燃料ポンプ１０８の吐出流量を選定する際に、図１１に示すように、低い外
気温環境下で増大する内燃機関１０１の最大要求燃料流量に対して、供給不足とならない
吐出流量を選定すると同時に、燃料ポンプ１０８の消費電流を小さくして燃費向上させる
ことを目的に、つまり、無駄な仕事の削減し、仕事に要する消費電力の抑制を図るために
、可能な限り吐出流量を少なくしたいという要望があった。
　これを実現させるための方法として、図１２に示すように、燃料ポンプ１０８の吐出流
量を内燃機関１０１の要求流量に応じて可変、例えば、第１の燃料ポンプ吐出流量可変制
御、又は第２の燃料ポンプ吐出流量可変制御をするために、図１０に示すように、燃料供
給装置１０７に燃料ポンプ吐出流量可変装置１０９を追加する必要があり、このため、部
品点数の増加及びコストアップを招くという不都合があった。
【０００６】
　そこで、この発明の目的は、燃料ポンプを小型低容量なタイプに変更しながらも、その
稼働率を向上しつつ省電力とし、かつ車両を駆動する駆動力を確保する内燃機関と自動変
速機の協調制御装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明は、内燃機関の制御及び自動変速機の制御を行う制御手段を備えた内燃機関と
自動変速機の協調制御装置において、前記内燃機関に燃料を送給する電動式の燃料ポンプ
を設け、前記制御手段は、環境温度としての外気温度と吸気温度と冷却水温度と油温度と
の少なくとも一つの温度に基づいて前記内燃機関の最大要求燃料流量あるいはこの最大要
求燃料流量に相当する制御値を算出する最大要求燃料流量推定手段と、この最大要求燃料
流量推定手段の算出結果に基づいて前記燃料ポンプの最大吐出流量に相当する判定値と比
較して所定の設定変更の要否を判定する変更要否判定手段とを備え、この変更要否判定手
段が設定変更を要と判断した場合には設定変更を否と判断した場合に比べて前記自動変速
機の変速点を車速が低い側に設定変更することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　この発明は、燃料ポンプを小型低容量なタイプに変更しながらも、その稼働率を向上し
つつ省電力とし、かつ車両を駆動する駆動力を確保することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は内燃機関と自動変速機の協調制御装置のシステム構成図である。（実施例
）
【図２】図２は自動変速機の変速点を車速が低い側に設定変更する場合の説明図である。
（実施例）
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【図３】図３は内燃機関の制御のフローチャートである。（実施例）
【図４】図４は自動変速機の制御のフローチャートである。（実施例）
【図５】図５は燃料流量とエンジン回転速度と車速との変化状態を示す図である。（実施
例）
【図６】図６は内燃機関用制御手段の入出力のブロック図である。（実施例）
【図７】図７は自動変速機用制御手段の入出力のブロック図である。（実施例）
【図８】図８は自動変速機用制御手段での入出力の制御状態を示す図である。（実施例）
【図９】図９は自動変速機用制御手段での変速制御を示す図である。（実施例）
【図１０】図１０は従来において内燃機関と自動変速機の協調制御装置のシステム構成図
である。（従来例）
【図１１】図１１は従来において吐出流量を少なくしたい場合の外気温度と要求燃料流量
との関係を示す図である。（従来例）
【図１２】図１２は従来において吐出流量可変制御の場合の外気温度と要求燃料流量との
関係を示す図である。（従来例）
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　この発明は、燃料ポンプを小型低容量なタイプに変更しながらも、その稼働率を向上し
つつ省電力とし、かつ車両を駆動する駆動力を確保する目的を、エンジン回転速度を上げ
ないようにすることで、単位時間当りに消費する燃料噴射量が燃料ポンプの単位時間当り
吐出量の最大値を超えないようにして実現するものである。
【実施例】
【００１１】
　図１～図９は、この発明の実施例を示すものである。
　図１において、１は車両に搭載されるパワーユニット、２は燃料供給装置である。
　パワーユニット１は、内燃機関３と自動変速機４とが一体になって構成されている。
　燃料供給装置２は、燃料タンク５と、この燃料タンク５内に設置されて燃料を内燃機関
３に送給する電動式の燃料ポンプ６と、この燃料ポンプ６から内燃機関３に燃料を導く燃
料供給管７とを備える。
　また、車両には、内燃機関と自動変速機の協調制御装置８が搭載される。
　この協調制御装置８は、内燃機関３の制御と自動変速機４の制御とを行う制御手段（Ｅ
ＣＭ）９を備えている。
【００１２】
　この制御手段９は、内燃機関３を制御する内燃機関用制御手段（ＥＣＭ）１０と自動変
速機４を制御する自動変速機用制御手段（ＥＣＭ）１１とを相互通信可能に設けて構成さ
れている。
　内燃機関用制御手段１０は、内燃機関側通信線１２で内燃機関３と連絡している。変速
機用制御手段１１は、変速機側通信線１３で自動変速機４と連絡している。また、内燃機
関用制御手段１０と変速機用制御手段１１とは、相互通信可能に第１連絡通信線１４Ａで
連絡している。内燃機関用制御手段１０と燃料ポンプ６とは、第２連絡通信線１４Ｂで連
絡している。
【００１３】
　この実施例において、例えば、内燃機関用制御手段１０は、内燃機関３の最大要求燃料
流量推定手段１５と変更要否判定手段１６とを備える。
　最大要求燃料流量推定手段１５は、環境温度としての外気温度と吸気温度と冷却水温度
と油温度との少なくとも一つの温度に基づいて内燃機関３の最大要求燃料流量あるいはこ
の最大要求燃料流量に相当する制御値（補正係数や噴射量の噴射分）を算出する。
　変更要否判定手段１６は、最大要求燃料流量推定手段１５の算出結果に基づいて燃料ポ
ンプ６の最大吐出流量に相当する判定値と比較して所定の設定変更の要否を判定する。
　そして、内燃機関用制御手段１０は、自動変速機用制御手段１１に向けて変更要否判定
手段１６の設定変更の要否の判定結果を出力する。一方、自動変速機用制御手段１１は、
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複数の変速マップとしての高変速点変速マップ１（Ｍ１）と低変速点変速マップ２（Ｍ２
）とを備え、内燃機関用制御手段１０から入力した設定変更の要否の判定結果に基づいて
自動変速機４の変速点を設定変更するように、前記変速マップを切り換える。
　さらに、内燃機関用制御手段１０は、変更要否判定手段１６が設定変更を要と判断した
場合には、設定変更を否と判断した場合に比べて、自動変速機４の変速点を車速が低い側
に設定変更する。
【００１４】
　図６に示すように、協調制御装置８の制御手段９は、内燃機関用制御手段１０及び自動
変速機（Ａ／Ｔ）用制御手段１１の他に、エアコン（Ａ／Ｃ：空調装置）用制御手段１７
と、ＣＡＮ通信機能手段１８と、ウォーニング機能手段１９と、メインリレー用制御手段
２０と、フェイルセーフ機能手段２１と、セルフダイアグノーシス機能手段２２とを備え
ている。
　内燃機関用制御手段１０は、燃料噴射制御部２３と、点火時期制御部２４と、ＩＳＣ制
御部２５と、燃料ポンプリレー制御部２６と、ラジエータリレー制御部２７と、キャニス
タパージバルブ制御部２８と、空燃比（Ａ／Ｆ）センサヒータ制御部２９と、リヤＯ２セ
ンサヒータ制御部３０と、ジェネレータ発電制御部３１と、ＶＶＴ制御部３２とを備える
。
　さらに、制御手段９の入力側には、イグニションスイッチ３３、エンジン回転速度を検
出可能なクランク角センサ３４、カム角センサ３５、プレッシャセンサ３６、吸気温セン
サ３７、ノックセンサ３８、空燃比（Ａ／Ｆ）センサ３９、リヤＯ２センサ４０、ジェネ
レータフィールドモニタ４１、スロットルセンサ４２、内燃機関３の冷却水の温度を検出
する水温センサ４３、ストップランプスイッチ４４、シフトスイッチ４５、自動変速機（
Ａ／Ｔ）４の油温度を検出するＡ／Ｔ油温センサ４６、入力軸回転センサ４７、車速を検
出する車速センサ４８、ブロアファンスイッチ４９、冷媒圧センサ５０、ブレーキブース
タスイッチ５１、Ｏ／Ｄオフスイッチ５２が接続したコントロールモジュール（ＢＣＭ＆
Ｊ／Ｂ）５３、ＡＢＳコントローラ５４、オートエアコンコントローラ５５が連絡してい
る。
　また、制御手段９の出力側には、内燃機関用制御手段１０に接続するように、燃料噴射
弁５６、イグニションコイル５７、ＩＳＣバルブ５８、燃料ポンプリレー５９、ラジエー
タファンリレー６０、キャニスタパージバルブ６１、空燃比（Ａ／Ｆ）センサヒータ６２
、リヤＯ２センサヒータ６３、ジェネレータ６４、オイルコントロールバルブ６５が連絡
し、また、自動変速機用制御手段１１に接続するように、第１のシフトソレノイド（図面
では「シフトソレノイドＮｏ．１」と記す）６６、第２のシフトソレノイド（図面では「
シフトソレノイドＮｏ．２」と記す）６７、ライン圧制御ソレノイド６８、トルクコンバ
ータのロックアップクラッチのロックアップソレノイド６９が連絡し、エアコン用制御手
段１７に接続するエアコン（Ａ／Ｃ）コンプレッサリレー７０が連絡し、さらに、ＣＡＮ
通信機能手段１８に接続するように、コントロールモジュール（ＢＣＭ＆Ｊ／Ｂ）５３、
コンビネーションメータ７１、オートエアコンコントローラ５５が連絡し、また、メイン
リレー用制御手段２０に接続してメインリレー７２が連絡している。
【００１５】
　図７に示すように、自動変速機用制御手段１１は、前記高変速点変速マップ１（Ｍ１）
及び低変速点変速マップ２（Ｍ２）の他に、変速制御部７３と、Ｏ／Ｄ禁止制御部７４と
、登降坂変速制御部７５と、ロックアップ制御部７６と、スリップ制御部７７と、ライン
圧制御部７８とを備える。
　そして、図８に示すように、自動変速機用制御手段１１では、冷機時に、Ｏ／Ｄ禁止制
御部７４においてトップギヤを禁止して早く温度を上昇させたり、ロックアップクラッチ
のロックアップソレノイド６９を動作させ、スリップ制御の機会を増やして早く温度を上
昇させている。
　また、図９に示すように、自動変速機用制御手段１１での変速制御にあっては、車両走
行状態や内燃機関状態を判断し、第１のシフトソレノイド６６及び第２のシフトソレノイ
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ド６７をオン／オフ制御して最適な変速を行うとともに、変速開始を判定したときに変速
ショックを緩和させるために、車両走行状態や変速ギヤ段に合わせたライン圧の調圧や点
火時期を遅角することで、エンジントルクを減少させるトルクリダクション制御を行って
いる。
【００１６】
　図３に示すように、内燃機関３の制御にあっては、内燃機関用制御手段１０のプログラ
ムがスタートすると（ステップＡ０１）、環境温度（外気温度、吸気温度、冷却水温度、
油温度の少なくとも一つの温度）を入力し（ステップＡ０２）、最大要求燃料流量あるい
はこの最大要求燃料流量に相当する制御値（補正係数や噴射量の噴射分）を算出し（ステ
ップＡ０３）、そして、設定変更の要否を判断し（ステップＡ０４）、さらに、このステ
ップＡ０４で判定した設定変更の要否を自動変速機用制御手段１１に向けて出力し（ステ
ップＡ０５）、プログラムをリターンする（ステップＡ０６）。
【００１７】
　また、図４に示すように、自動変速機４の制御にあっては、自動変速機用制御手段１１
のプログラムがスタートすると（ステップＢ０１）、内燃機関用制御手段１０からの設定
変更の要否の判断結果を入力し（ステップＢ０２）、そして、設定変更が要か否かを判定
する（ステップＢ０３）。
　このステップＢ０３がＮＯで、設定変更が否の判定の場合には、高変速点変速マップ（
Ｍ１）を選択する（ステップＢ０４）。
　一方、このステップＢ０３がＹＥＳで、設定変更が要の判定の場合には、低変速点変速
マップ（Ｍ２）を選択する（ステップＢ０５）。
　そして、前記ステップＢ０４の処理後、又は、前記ステップＢ０５の処理後は、プログ
ラムをエンドとする（ステップＢ０６）。
【００１８】
　上記のように、内燃機関用制御手段１０は、変更要否判定手段１６が設定変更を要と判
定した場合には、設定変更を否と判定した場合に比べて、自動変速機４の変速点を車両速
度が低い側に設定変更する。つまり、図２、図３に示すように、燃料噴射量が燃料ポンプ
６の最大吐出流量に近づく場合は、変速点を低速側にして、シフト点（変速線）を変位さ
せる。
　これにより、自動変速機４の変速点を低くすることに伴い、図５に示すように、エンジ
ン回転速度を低く抑えるので、単位時間当りの燃料消費量を燃料ポンプ６の最大吐出流量
に相当する判定値（所望の基準量）を超えないように制御することができる。
　また、燃料ポンプ６の低容量化、小型化が可能になり、自ずと燃料ポンプ６を駆動する
に必要な電力の全体的な消費量を抑制でき、また、燃料ポンプ６の仕事率を向上できる。
【００１９】
　即ち、この実施例においては、内燃機関３の最大要求燃料流量を推定するための最大要
求燃料流量推定手段１５（外気温度、吸気温度、冷却水温度等から推定）を備え、最大要
求燃料流量が燃料ポンプ６の吐出流量を上回る状況においては、自動変速機４の変速点を
通常時よりも低い車速でシフトするように制御する（図２、図３参照）。これにより、通
常時よりも低い車速でシフトさせることで、内燃機関３のエンジン回転速度を低くでき、
内燃機関３の要求燃料流量も少なくすることができる。よって、要求燃料流量が燃料ポン
プ６の吐出流量を超えない範囲でシフトさせることで、燃料の供給不足を回避しながら車
両の運転が可能となる。
　また、このような制御を備えた車両の燃料ポンプ吐出流量選定においては、低い外気温
度等の特殊環境下で増大する要求燃料流量を考慮する必要がなくなり、通常環境下の要求
燃料流量のみを満足する吐出流量を選定でき、部品点数を増加させることなく、燃費向上
が可能となる。
　そして、エンジン回転速度を上げないようにすることで、単位時間当に消費する噴射量
が燃料ポンプ６の単位時間当り吐出量の最大値を超えないようにしている。さらに、エン
ジン回転速度を上げないようにし、変速制御における変速点を変更することによって、ド
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ライバビリティをも確保している。
　燃料噴射量は、一回の燃料噴射量を決定する際、基本噴射量を補正して算出しており、
その補正分の噴射量は、温度補正分、あるいは、空調装置（エアコン）のコンプレッサ駆
動負荷、電気負荷等の負荷の有無に応じて、基本噴射量に係数をかけて求められる。
　このうち、基本噴射量に空調装置（エアコン）のコンプレッサ駆動負荷、電気負荷等の
負荷を加えた場合の補正された燃料噴射量（１回の噴射分）、及び、それにエンジン回転
速度を考慮した燃料噴射量（単位時間当りの消費量）を予め算出しておくことができる。
また、温度補正分による増量分だけで、燃料ポンプ６の単位時間当り吐出量の最大値を超
えるか超えないか判断することができる。
　これらを予め算出しておくことができるため、実際の運転状況における環境温度に基づ
いて、超える／超えないの判断を行うことができる。
【００２０】
　なお、この発明の実施例においては、空調装置（エアコン）のコンプレッサ駆動負荷、
電気負荷等の負荷に応じて、判定基準となる温度を、複数種類設定しておくことも可能で
ある。
　また、変更要否判定手段を内燃機関用制御手段に設けた例を示したが、変更要否判定手
段を自動変速機用制御手段に設けることも可能である。この場合、内燃機関用制御手段は
、最大要求燃料流量あるいはそれに相当する制御値を出力するようにし、自動変速機用制
御手段は、最大要求燃料流量あるいはそれに相当する制御値を受信し、変更要否を独自で
判断して、同様の処理を行う。
　更に、このような制御により、内燃機関及び自動変速機の発熱量が少なくなって、暖機
が遅れてしまう懸念があるが、内燃機関と自動変速機との間に設けたトルクコンバータの
ロックアップクラッチのスリップ制御に加え、内燃機関の冷却系制御を実施することによ
って、早期暖機させることは可能である。
　更にまた、低温時であって内燃機関のエンジン回転速度が高い場合であっても、スロッ
トルバルブを閉じ側にしたコースト状態等では、実際に噴射する燃料噴射量が燃料ポンプ
の最大吐出流量を超えない（超えるとは限らない）ため、変速点や変速線を低速側に移す
ことが絶対に必要ではない状態がある。この場合、ビジーシフトとなるハンチング等や、
変速状態が異なることによる違和感を防止するために、変速点（変速線）を低速側に移す
ようにすることが望ましい。
　また、燃料ポンプの吐出流量の減少にあっては、大気センサで検出される大気圧や吸気
温度センサで検出される吸気温度等のパラメータを加味して細かな流量制御を行うことも
可能である。
【産業上の利用可能性】
【００２１】
　この発明に係る協調制御装置を、各種車両に適用可能である。
【符号の説明】
【００２２】
　１　パワーユニット
　２　燃料供給装置
　３　内燃機関
　４　自動変速機
　５　燃料タンク
　６　燃料ポンプ
　７　燃料供給管
　８　協調制御装置
　９　制御手段（ＥＣＭ）
　１０　内燃機関用制御手段
　１１　自動変速機用制御手段
　１２　内燃機関側通信線
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　１３　変速機側通信線
　１４Ａ　第１連絡通信線
　１４Ｂ　第２連絡通信線
　１５　最大要求燃料流量推定手段
　１６　変更要否判定手段
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